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東京都世田谷区

第１回 アドバイザー・都道府県等担当者合同会議「事前課題」シート

世田谷区における「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業」
への対応及び精神障害者施策の充実

世田谷区
障害福祉部障害保健福祉課
世田谷保健所健康推進課
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世田谷区

１ 県又は政令市の基礎情報

基本情報（都道府県等情報）
総人口 903,613人（平成30年4月1日）
世帯数 476,252世帯
面 積 58.08k㎡

※うち外国人 20,097人、毎年約8,000人づつ増加
障害者数 38,455人＊（前年度より464人増）

＊手帳所持者と難病認定者数の合計＊総人口の約4.3％
そのうち 精神障害者 5,648人（378人増）

（平成30年3月末）
ここ数年300人～400人の割合で精神障害者が増加し
ている。区内には、都立松沢病院、昭和大学烏山病院
があることから、烏山地域には精神障害者の方の居住が
多い。

／

／ か所／市町村数

有 1 1

市町村 有 1 1

特定相談支援事業所数 44 か所

か所／障害圏域数

保健所数（Ｒ元年５月時点） 1 か所

（自立支援）協議会の開催頻度（H30年度） （自立支援）協議会の開催頻度 2 回／年

精神領域に関する議論を

行う部会の有無
有

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

の構築に向けた保健・医療・福祉関係者によ

る協議の場の設置状況（H３１年３月時点）

障害保健福祉圏域

相談支援事業所数 基幹相談支援センター数 1 か所

（H31年４月時点） 一般相談支援事業所数 28 か所

うち６５歳以上 387 人

退院率（H●年●月時点）

入院後３か月時点 ％

入院後６か月時点 ％

入院後１年時点 ％

うち６５歳未満 225 人

３か月以上１年未満 人

（％：構成割合） 0.0 ％

１年以上（％：構成割合）
612 人

100.0 ％

入院精神障害者数 合計 612 人

（H●年●月時点）
３か月未満（％：構成割合）

人

0.0 ％

精神科病院の数（H30年3月時点） 53 病院

精神科病床数（H30年3月時点） 1,604 床

人口（Ｒ元年５月時点） 914,769 人

市町村数（Ｒ元年５月時点） 1 市町村
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2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

世田谷区
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2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

世田谷区
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世田谷区

３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

(１)主 旨
区は、「健康せたがやプラン（第二次）後期」において「こころの健康づくり」を重点施策の一つと位
置づけるほか、精神障害者や精神疾患者等に対する保健・福祉施策の将来を見据えたより一層の
充実を図っている。また、平成３２年（２０２０年）年４月に開設予定の「総合プラザ」に移転す
る保健センターにこころの相談等の機能強化を図るため、既存の区の相談体制とも連携を図り必要
な支援につなぐ相談窓口の機能整備等を進めてきた。
平成２９年６月には、これらの施策の充実と取り組みの方向性などを協議し整理するために、学識
経験者や医療関係者等で構成する「専門部会」を設置した。
(２) 主な検討事項
①梅ヶ丘拠点整備として進める「こころの健康づくり」の相談機能と、既存の区の精神保健の
相談窓口の役割の整理や連携のあり方等に関すること

②「健康せたがやプラン（第二次）後期計画」の重点施策「こころの健康づくり」を推進するた
めの方策に関すること ほか

(３) 構 成
①部会員
外部委員（学識経験者、地域医療関係者等）、庁内委員（関係所管の管理職）

②事務局
世田谷保健所健康推進課・障害福祉担当部障害施策推進課
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世田谷区

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題

①精神保健福祉法関係
 こころの健康相談・依存症相談
※各総合支所健康づくり課等でのこころの健康相談
 精神保健福祉に関する普及啓発（講演会等）
 保健師活動
※各総合支所健康づくり課等での来所相談、電話相談、家庭訪問による相談支援
 精神障害者生活指導（デイケア）
※各総合支所健康づくり課等での集団活動による社会復帰訓練及び相談
 精神保健福祉法に基づく警察官通報（２３条通報）
※警察官が自傷他害の恐れがある精神障害者等を発見した際の、保健所長経由の都知事への通報
 精神保健福祉法に基づく医療保護入院届
※精神科病院の管理者は、１０日以内に、その者の症状その他厚生労働省令で定める事項を当該入院について同意した者の同
意書を添え、最寄りの保健所長を経て都道府県知事に届け出なければならない。（精神保健福祉法３３条第７項抜粋）

 精神保健福祉法に基づく区長同意
※精神科病院の管理者は、家族等がない場合又はその家族等の全員がその意思を表示することができない場合において、その者の
居住地を管轄する市町村長（特別区の長を含む）の同意があるときは、本人の同意がなくてもその者を入院させることができる。（精神保

健福祉法３３条第３項抜粋）

②医療費助成
 自立支援医療費（精神通院医療）制度（障害者自立支援法）
※通院による精神医療を継続的に要する精神障害者等に対する医療費の一部公費負担
 小児精神障害者入院医療費助成（東京都）
※精神科に入院する１８歳未満の患者に対する医療費助成

③区独自の相談事業
 夜間休日電話相談
 精神障害者家族等支援相談活動
 グリーフサポート事業
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世田谷区

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題

①総合支援法関係
 自立支援給付・地域生活支援事業
※居宅介護、生活介護等の「介護給付」、自立訓練、就労移行支援等の「訓練等給付」、自立支援医療の「精神通院医療」
※移動支援（地域生活支援事業）
※これらは「身体」「知的」「精神」などの障害の種別にかかわらず利用できる。
 精神障害者地域移行体制整備支援事業

②児童福祉法
 障害児通所支援（放課後等デイサービス、児童発達支援など）

③手当・年金
 特別障害者手当（国制度）／障害児福祉手当（国制度）、特別児童扶養手当（国制度）／児童扶養手

当（国制度）、児童育成手当（区）、心身障害者扶養共済制度（東京都）、障害基礎年金

④医 療
 ひとり親家庭等医療費助成

⑤日常生活の援助
 緊急一時保護（家族の疾病等が事由で一時的に介護が出来ず法内施設の空き室がない場合などの条件あり）
 配食サービス（一部非該当あり）

⑥ 社会参加
 自動車運転免許取得費助成／身体障害者等の自動車購入資金の貸付、駐車禁止規則の除外（一級）
 デイケア／ナイトケア／休日ケア（精神障害者のみ対象）、都営交通の無料乗車券と割引／民営バスの割引

／タクシー運賃の割引、都立公園等の入場料無料、ＮＨＫ受信料の免除、

⑦税金の軽減
 所得税・住民税の障害者控除、自動車取得税・自動車税の減免、個人事業税の減免、 相続税の軽減

⑧住まい
 都営住宅の申し込み優遇／使用料の減免／ＵＲ都市機構の抽選優遇制度等
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世田谷区

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題
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世田谷区

（１）「保健・医療・福祉関係者による協議の場」の設置
＜協議事項＞

１ 国が示す「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの

構築推進事業」の１０事業の推進及び進捗状況の把握、評価

２ 精神科病院の入院患者等の地域移行に向けた検討

３ 関係機関相互の情報共有（国、東京都の動向等も含む）

４ その他、精神障害施策等を充実するために必要と認められ

る事項の検討

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題



10

世田谷区

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題
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世田谷区

（２）障害者等の相談支援体制の強化について

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題
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世田谷区

（２）障害者等の相談支援体制の強化について（課題）

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題

ピアサポーターの活用
～第１回精神障害者支援連絡協議会（H31.3.18実施）より～

＜委員１＞
普段は、電話相談を１０年以上活動している。また、地域移行では退院がどのようなもの

か実体験をお伝えし、退院後の生活イメージを持ってもらう活動をしている。

今後は今日の会議に参加してピアサポーターの活躍所を考えてみると、アウトリーチ機能
について専門職にピアサポーターを加えてみても良いと思う。

多職種というと、専門職と捉えがちだが、ピアサポーターが関わることで当事者と信頼関係
を構築できる可能性も出てくると思う。

＜委員２＞

重要な視点として、ピアの力の活用に関する発言があったが、“ピア（当事者）の力”を抜き
に支援を考えるような時代ではなく、世田谷区として重点化すべき取り組みではないか

→ピアサポーターの現在の育成・活用状況と区の関わりについて現状分析を行う必要有り
→ぽーとへの配置によりアウトリーチ機能との連携の可能性を探る。



13

世田谷区

（３）「多職種チームによる訪問支援事業」
＜重点項目の方向性＞

・支援期間のルール化を図り必要に応じた柔軟な対
応を実施する。

・庁内関係所管で連携し「多職種チームによる訪問支
援事業」を実施する。

・東京都中部総合精神保健福祉センターのアウトリー
チ事業については、その特徴を活かし引き続き効果
的に活用する。

・「多職種チームによる訪問支援事業」の事業評価を
実施する。

５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題
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世田谷区

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題
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世田谷区

○現状の課題の把握

☆「多職種チームの訪問支援事業」の特長（効果）

≪地区担当保健師≫
・困難事例の多くが多種多様な問題や家族問題を抱えるなど課題が複雑化し、対応に苦慮することが多い
・若手の保健師の中には、困難事例の対応経験が少なく負担の重さを感じている者もいる

≪東京都中部総合精神保健福祉センターのアウトリーチ支援≫
・世田谷区を含め都内１０区を支援しているため、事例検討の日程調整等を即時に相談できない
・手続き等に、一定程度の時間を要する。
・一方で、医師等の同行訪問による見たて（診断）や短期宿泊事業、一時宿泊施設の活用有用！

◎精神保健福祉士等が支所に出張することで、精神障害者等に地域の身近な社会
資源を活用した支援等に迅速につなぐことができる！
◎訪問支援事業を庁内連携を行うことにより、事務手続きをより簡素化できる。
◎多職種で関わることで、より多角的な視点で支援を展開できる。
◎多職種チームが同行訪問することで、困難事例を地区担当保健師が一人で抱え
込むことなく、地区担当保健師の負担感を軽減できる。

・支援期間は概ね６ヶ月だが、必要に応じて延長・短縮あり

・当面は、総合支所のうち一部地域の訪問支援事業とし、２０２０年１月に全地域拡大（予定）

・引き続き、中部センターのアウトリーチ支援事業は活用

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題
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世田谷区

（４）保健センターにおける「こころの相談機能の整備」

＜重点項目の方向性＞

当事者や家族会等の要望も配慮した、実効性のある電話相談窓口の開設
時間を設定する（家族会等のニーズに対する区の役割のすみ分けも含
む。）。

電話相談について、地域を限定した相談受付の方法や頻回に相談を繰り
返す相談者への対応 （ルール化等）に向けた検討に取り組む。

電話相談においてフォローが必要と判断された場合の、総合支所の保健
師等へつなげる仕組みを構築する。

相談者が発する「緊急事態」に備え、区として「緊急事態」とはどういった状
況かを定義化し、その後の対応等も明確にする。

電話相談員へのスーパーバイズ機能とバックアップ体制の構築に取り組む。

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題
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世田谷区

種 別 事 業 内 容
実施所管

総合支所 世田谷保健所

普及啓発
精神保健に関する講演会等 ○ ○

アルコール・薬物依存等に関する講演会等 ○ ○

人材育成

ゲートキーパー
養成講座

養 成 ━ ○

スキルアップ・活用 ━ ×

ピアサポーター
養成講座

養 成 ━ ×

スキルアップ・活用 ━ ×

思春期相談 こころスペースの開設 ━ ○

○基本的な考え方

保健センターにおいて、精神障害者や精神疾患者等の理解、差別・偏見を
めざし、以下の事業等を展開する。

○事業実施に向けた課題

・既存実施事業の計画的な移管や役割分担等

【精神障害者や精神疾患者等の理解、差別・偏見の解消に向けた事業一覧】

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題
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世田谷区

長期入院患者の地域移行＜課題１～２＞
＜退院意欲・退院見込みの実態調査＞

・６００人のうち、例えば本当は病状が落ち着いたので世田谷区に戻りたいのだがきっ
かけが無くて戻れないから入院継続で我慢している、あるいは病院としては住まいの
確保等の退院支援や退院後の支援があれば退院させられると判断しているがその支
援が地域側から提示されないまま入院が継続している（世田谷区の医療保健福祉の
情報が医療機関に届いていない）、といった入院中の区民や医療機関の地域移行支
援のニーズに関する実態把握を行う必要が有る。

＜多様な状態像ごとにキーとなるコーディネーターを選定する仕組みづくり＞

・医療依存度や日常生活をサポートする者の有無など、本人の多様な状態と希望に合
わせてコーディネーターをセレクトできる仕組みを検討していく。

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題
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世田谷区

長期入院患者の地域移行＜課題３、４＞
＜病院側が地域移行支援を進めるための連絡窓口の一本化＞

・病院からの退院に向けた相談窓口を一本化し、コーディネーターに繋ぐまでを行う機
能を委託事業に付加（文京区方式の研究）

＜指定一般相談支援事業所の戦略的な活用・事業採算性の確保＞

・６００名を超える区民の長期入院への支援に対して、地域移行に取り組む区内指定
一般相談支援事業所の数が少ない（８事業所）うえに支援を実施する事業所の数とし
ての稼働率も極めて低い。H30年度の地域移行支援の実施事業所は３箇所。長期入

院者の多くは区外精神科病院にいるため、支援にあたって、時間・交通費等の経費が
かかるため、たとえ課題認識があったとしても1～2名で運営している相談支援事業所

は支援を実施することがなかなかできていない。（事業所の継続運営や恒常的な人員
不足が課題）

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題
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世田谷区

５
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
今年度の取組スケジュール

日程 主な内容等 特記事項

2018年度

○主旨説明
○４つの重点項目（優先協議）に関すること
○関係機関相互の情報共有（国、東京都の動向等も含む）
・精神障害者等の人数や状況、世田谷区の保健医療福祉の現況
・地域移行部会の検討状況
○その他、精神障害施策等を充実するために必要と認められる事
項の検討

2019年度

○４つの重点項目に関する協議
○精神科病院の入院患者等の地域移行に向けた検討
○関係機関相互の情報共有（国、東京都の動向等も含む）
○その他、精神障害施策等を充実するために必要と認められる事
項の検討

2020年度

○国が示す「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推
進事業」の１０事業（その他区の任意事業を含む）の推進及び進捗
状況の把握、評価

○精神科病院の入院患者等の地域移行に向けた検討
○関係機関相互の情報共有（国、東京都の動向等も含む）
○その他、精神障害施策等を充実するために必要と認められる事
項の検討
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